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＜適切な後見人等の選任及び交代＞ 

〇中核機関における後見人候補者の推薦の在り方について 

 法定成年後見制度の重要な課題のひとつには、申立て時点で誰が後見人等に選任される

かわからない点にある。少なくとも、保佐、補助相当の方は、誰が自分の支援者になるかわ

からないのなら制度利用したくない、支援者は自分で選びたいという方も多い。 

 その中で、精一杯の妥協案が、中核機関による受任者調整ではないかと思われる。 

中核機関での受任調整では、本人の課題に応じて親族後見人および専門職後見人等の候補

者の検討を行う。 

〇親族後見人候補者について 

・基本的には、親族を候補者とする場合は、親族が後見人等になることを希望している場合

であると考えられるので、親族の意向や本人との関係性、利害や紛争性などを勘案して調整

を行う。 

・親族が候補者となることを希望する場合には、本人の財産が、家庭裁判所が示す一定額以

上有する場合には、後見支援信託の導入または後見等監督人が選任される運用となってい

ることについて事前の説明が重要であるが、このことは、親族は不正のリスクが高いという

前提のため、この説明時点で親族には不満や拒否感が生じやすい。 

・また、後見等監督人については報酬が発生するうえ、監督人が法律職の場合は、財産保全

中心の指導となりがちでさらに不満が生じている。 

・資料２の３頁には、中核機関が機能していない場合には、後見監督人による支援を行うと

の構想が描かれている。さらに、親族後見人に対する支援という観点から専門職後見監督人

に期待される役割として、身上保護においては「本人が利用可能な行政サービスや転居先の

選択について、相談対応や指導・助言」とあるが、このような意思決定支援を前提とした福

祉的知見を有する課題の相談対応を法律職の監督人に求めることは難しいと考える。 

 

〇専門職後見人の候補者調整について 

専門職後見人と中核機関との連携について 

・専門職後見人には、チーム支援に理解、協力していただける方を候補者として調整してい

くことが大切だと考える。 

・そのため、各専門職団体は、チーム支援の考え方、地域連携ネットワークや中核機関の位

置づけについて、各専門職団体の会員に丁寧な説明をお願いしたい。 

・当センターでは、平成 26年から候補者調整のため法律職専門職の名簿（弁護士 29名、司

法書士 31名 令和元年 10月 1日現在）を整備し、候補者調整を行ってきた（専門職協力

者名簿登録制度）。候補者調整を行ってから 5年目となる現在では、候補者の理解と協力

を前提として、本人が希望する場合に、申立て前に事前面談を行っている。事前面談では

お互いに顔を合わせ、必要に応じて親族や関係者も同席し、課題の共有などを行っており

選任後の安心感にも繋がっている。（2019年 4月～9月までの実施率 候補者調整全 38件 
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司法書士 46.6％,弁護士 33.3％,社会福祉士 33.3％） 

候補者選びの段階だけでなく、選任後は本人や福祉関係者との面談の場を設ける等、申立

ての前後でチーム支援の枠組みづくりを意識して活動を行っており、このような活動が

無駄にならないためにも、家庭裁判所と中核機関との候補者推薦のイメージをしっかり

共有することが重要だと考える。 

・当該地域の家庭裁判所では中核機関における候補者推薦のイメージを共有するため、情

報交換やモデル的な事例検討会など積極的な連携の取組が行われているが、必ずしも各

地でこのような取組が行われているわけではない。最高裁判所の資料２の 3頁左下段「各

家庭裁判所における検討の状況」では、各家庭裁判所での状況が示されているが、それぞ

れの地域で行政や中核機関、家庭裁判所との連携を積極的に推進していただきたい。 

 

〇中核機関における後見人支援のあり方について 

・後見人の交代 

本人と後見人等の関係が上手くいかなくなっている場合に、様々な試みを通してもどう

しても改善が見られない場合には、中核機関からの報告等を通じて家庭裁判所から辞任を

促していただけるのか。その際、中核機関では新たな候補者の調整を行うことを前提として

考えている。また、一方で、本人ではなく家族との関係性によって、後見人が交代させられ

るようなことがあっては、後見人は本人を中心とした支援を継続できないので、留意が必要

である。 

・類型変更、取消し 

チームによるモリタリングを行った際に、中核機関は、本人の状態の変化により類型変更

や代理権拡張などについて適切な時期に家庭裁判所への申立て支援を行う必要がある。 

また、補助の場合には本人の心身状態をよく観察し、本人に取消す手続きがあることを説

明し、また希望する場合には本人、主治医医などの関係者と話し合い、取下げの申立てをす

ることも中核機関の役割と考える。 

実際に、当センターでは 1 件の補助取消しのための支援を行い、来春頃には 2 件目を予

定している 

・任意後見契約発動の支援 

移行型の任意後見契約を締結した方の支援を行っている場合に、チームの支援者から、本

人の判断能力が低下しているにもかかわらず、任意後見候補者が適切に後見監督人の申立

てを行わないケースや福祉サービスの利用がされていないとの心配の声が中核機関に寄せ

られる。そのためケース会議を行い、複数で検討し任意後見契約発動のタイミングや、委任

契約にかわる介護保険サービスの導入などについて検討することも中核機関には求められ

る。 

 

〇後見人の報酬について 

現在検討中の後見人のための意思決定支援ガイドラインとの関係整理が必要である。 

身上保護について意思決定支援の評価を家庭裁判所が一定の基準を公表されて行なおう

とされているのか、あくまでも各裁判官の裁量の範囲なのか方向性を示していただきたい。 
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〇本人情報シートについて 

現在、当中核機関が関与した申立てにおいては 100％本人情報シートを提出している。本

人情報シートは候補者調整において参考にしているほか、本人情報シートが診断書作成に

おいて参考となったか等について医師にアンケートを実施している。その結果では本人情

報シートの提供により、保佐類型が推進されている印象を受ける。また、アンケートでは成

年後見制度の基本的な知識についての設問では、後見人は医療同意できるに〇をつけた医

師の割合は全体の 6割であった。（尾張東部圏域成年後見制度利用促進計画進行管理推進委

員会資料） 

また、本人情報シートの記載について、地域包括支援センター等の相談援助職に対しては、

課題だけに着目するのではなく意思決定支援や本人の強みやの視点を含めた記載方法につ

いての研修が必要である。 
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